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大学等の研究機関でなくとも法人格があれば参加可能でしょ
うか。

可能です。公募要領「６．企画競争に参加する者に必要な資
格に関する事項」に示されている要件に合致することが必要
です。

参加にあたっては、全省統一資格が必要でしょうか。 不要です。
国の請負事業の実施実績は、公募要領６．（３）にある「国
などの公的機関の委託事業を受託した実績」に該当します
か。

請負事業は委託事業とは異なりますので、該当しません。

地方公共団体の委託事業の受託実績は、公募要領６．（３）
にある「国などの公的機関の委託事業を受託した実績」に該
当しますか。

地方公共団体の委託事業は、公的機関の委託事業に該当しま
す。なお、参加予定者と地方公共団体との間で委託契約が締
結され、委託契約書等による証明ができることが必要です。

企画提案書（別紙１）の申請機関代表者については、大学か
ら申請する場合は、学科長や学部長でも良いでしょうか。

学科長や学部長ではなく、申請機関の代表者による申請が必
要です。

企画提案書（別紙１）の「調査研究課題」には、公募要領の
事業の内容に示されている事業名を記載するのでしょうか。
それとも申請者が検討した研究内課題名を記載するのでしょ
うか。

公募要領の事業の内容に示されている３つの事業の中から該
当する事業名を記載してください。

初年度の事業費に余剰がでた場合、次年度に繰り越しが可能
でしょうか。

できません。

提出書類はすべて電子データにて電子メールで提出すればよ
いのでしょうか。

公募要領の10（2）提出方法にあるとおり、企画提案書は電子
データを電子メールでご提出ください。その他の提出書類に
ついてはこの限りではありませんが、基本的には電子メール
での提出を想定しております。
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